
（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【一般会計】

（単位：千円）

組　　織 項 事項 比較増△減額

10,776,997,665 10,882,992,921 105,995,256
<651,517,611> の内数 <652,777,966> の内数 <1,260,355>

<347,379,711> の内数 <322,736,212> の内数 <△24,643,499>
厚生労働本省 医療提供体制確保対策費 医療提供体制確保対策に必要な経費 <25,788,487> の内数 <28,471,870> の内数 <2,683,383>

医療提供体制確保対策費 医療提供体制確保対策の推進に必要な経費 <143,542> の内数 <143,371> の内数 <△171>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

高齢者日常生活支援等推進
費

地域支援事業等に必要な経費 <180,432,947> の内数 <179,953,671> の内数 <△479,276>

介護保険制度運営推進費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 <17,421,974> の内数 <18,100,946> の内数 <678,972>

厚生労働本省 医療提供体制確保対策費 医療提供体制確保対策に必要な経費 <25,788,487> の内数 <28,471,870> の内数 <2,683,383>

医療提供体制確保対策費 医療提供体制確保対策の推進に必要な経費 <143,542> の内数 <143,371> の内数 <△171>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

681,972 706,353 24,381

<124,869,572> の内数 <97,343,009> の内数 <△27,526,563>
厚生労働本省 医療従事者等確保対策費 医療従事者等の確保対策に必要な経費 464,205 481,039 16,834

医療従事者等確保対策費 医療従事者等の確保対策の推進に必要な経費 170,667 178,201 7,534

医療従事者資質向上対策費 医療従事者の資質向上に必要な経費 47,100 47,113 13

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

医師等国家試験実施費 医師等国家試験実施に必要な経費 <1,276,000> の内数 <1,276,000> の内数 <0>

医師等国家試験実施費 医師等国家試験実施の推進に必要な経費 <811> の内数 <655> の内数 <△156>

2,956,065 2,885,731 △70,334

<123,592,761> の内数 <96,066,354> の内数 <△27,526,407>

１　医療等分野におけるデータ利活用や情報共有の推進を図ること 厚生労働本省 医療情報化等推進費 医療情報化等に必要な経費 1,430,696 1,450,451 19,755

医療情報化等推進費 医療情報化等の推進に必要な経費 169,629 82,203 △87,426

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

厚生労働本省 医療安全確保推進費 医療安全確保対策に必要な経費 1,327,723 1,322,199 △5,524

医療安全確保推進費 医療安全確保の推進に必要な経費 28,017 30,878 2,861

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

２　医療従事者の働き方改革を推進すること

１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること

地方厚生局

１　地域医療構想の推進等を通じ、新興感染症等への対応も含めた
質の高い効率的な医療提供体制を整備するとともに、在宅医療・介
護連携を図り、地域包括ケアシステムを構築すること

１　今後の医療需要に見合った医療従事者を質・量両面にわたり確
保するとともに、医師等の偏在対策を推進すること

（所管）厚生労働省

政策体系

３　医療等分野におけるデータの利活用や情報共有等により、利用者の
視点に立った、効率的で安心かつ質の高い医療サービスの提供を促進
すること

２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること

２　医療安全確保対策の推進を図ること

６年度予算額 ７年度予算額



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

31,475,323 24,227,937 △7,247,386

厚生労働本省 国立研究開発法人国立がん
研究センター運営費

国立研究開発法人国立がん研究センター運営費交
付金に必要な経費

6,816,438 6,512,191 △304,247

国立研究開発法人国立がん
研究センター施設整備費

国立研究開発法人国立がん研究センター施設整備
に必要な経費

0 284,181 284,181

国立研究開発法人国立循環
器病研究センター運営費

国立研究開発法人国立循環器病研究センター運営
費交付金に必要な経費

4,395,917 4,470,507 74,590

国立研究開発法人国立精神・神
経医療研究センター運営費

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
運営費交付金に必要な経費

3,879,213 4,147,693 268,480

国立研究開発法人国立精神・神
経医療研究センター施設整備費

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
施設整備に必要な経費

1,020,098 0 △1,020,098

国立研究開発法人国立国際医
療研究センター運営費

国立研究開発法人国立国際医療研究センター運営
費交付金に必要な経費

6,640,787 0 △6,640,787

国立研究開発法人国立成育医
療研究センター運営費

国立研究開発法人国立成育医療研究センター運営
費交付金に必要な経費

4,059,296 4,489,245 429,949

国立研究開発法人国立成育
医療研究センター施設整備

国立研究開発法人国立成育医療研究センター施設
整備に必要な経費

1,471,890 1,207,688 △264,202

国立研究開発法人国立長寿医
療研究センター運営費

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター運営
費交付金に必要な経費

3,191,684 3,116,432 △75,252

2,603,696 2,911,995 308,299

<156,968,274> の内数 <177,997,927> の内数 <21,029,653>

厚生労働本省 感染症対策費 感染症予防事業等に必要な経費 <30,751,053> の内数 <33,985,020> の内数 <3,233,967>

感染症対策費 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支
給に必要な経費

<117,916,781> の内数 <118,117,042> の内数 <200,261>

感染症対策費 感染症の発生・まん延防止に必要な経費 <660,591> の内数 <756,216> の内数 <95,625>

感染症対策費 感染症医療に必要な経費 <3,292,622> の内数 <3,105,176> の内数 <△187,446>

感染症対策費 結核に関する試験研究等に必要な経費 <478,204> の内数 <700,790> の内数 <222,586>

国立健康危機管理研究機構
運営費

国立健康危機管理研究機構運営費交付金に必要な
経費

<0> の内数 <17,364,660> の内数 <17,364,660>

保健衛生施設整備費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

検疫所 検疫業務等実施費 検疫業務等に必要な経費 2,603,696 2,911,995 308,299

厚生労働本省 感染症対策費 感染症予防事業等に必要な経費 <30,751,053> の内数 <33,985,020> の内数 <3,233,967>

感染症対策費 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支
給に必要な経費

<117,916,781> の内数 <118,117,042> の内数 <200,261>

感染症対策費 感染症の発生・まん延防止に必要な経費 <660,591> の内数 <756,216> の内数 <95,625>

感染症対策費 感染症医療に必要な経費 <3,292,622> の内数 <3,105,176> の内数 <△187,446>

感染症対策費 結核に関する試験研究等に必要な経費 <478,204> の内数 <700,790> の内数 <222,586>

国立健康危機管理研究機構
運営費

国立健康危機管理研究機構運営費交付金に必要な
経費

<0> の内数 <17,364,660> の内数 <17,364,660>

保健衛生施設整備費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

283,299,960 279,370,240 △3,929,720

<3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

１　難病等の予防・治療等を充実させること 厚生労働本省 特定疾患等対策費 難病医療等に必要な経費 146,370,171 147,980,550 1,610,379

特定疾患等対策費 小児慢性特定疾病対策に必要な経費 696,786 723,971 27,185

特定疾患等対策費 特定疾患等対策に必要な経費 6,474,107 6,458,345 △15,762

特定疾患等対策費 特定疾患の治療研究に必要な経費 633,480 633,480 0

特定疾患等対策費 特定疾患等の予防・治療等の充実に必要な経費 206,214 208,289 2,075

ハンセン病資料館施設費 ハンセン病資料館施設整備に必要な経費 587,520 168,566 △418,954

保健衛生施設整備費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

国立ハンセン病
療養所

国立ハンセン病療養所運営
費

国立ハンセン病療養所の運営に必要な経費 10,088,913 10,047,430 △41,483

２　適正な移植医療を推進すること 厚生労働本省 移植医療推進費 移植医療推進事業に必要な経費 3,468,400 3,660,598 192,198

移植医療推進費 移植医療の推進に必要な経費 32,458 32,804 346

１　新興感染症への対応を含め、感染症の発生・まん延の防止を図
ること

２　感染症による健康危機発生時に迅速かつ適切に対処する体制
を整備すること

１　政策医療を向上・均てん化させること

４　国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を推進すること

５　新興感染症への対応を含め、感染症の発生・まん延を防止するとと
もに、感染症による健康危機発生時に迅速かつ適切に対処する体制を
整備すること

６　健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、必要な医療等を確保す
ること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

厚生労働本省 原爆被爆者等援護対策費 原爆被爆者の医療に必要な経費 26,522,723 25,382,193 △1,140,530

原爆被爆者等援護対策費 原爆被爆者の老人保健事業等に必要な経費 563,233 563,233 0

原爆被爆者等援護対策費 原爆被爆者の援護対策事業に必要な経費 85,433,522 81,307,747 △4,125,775

原爆被爆者等援護対策費 原爆放射線の医学的影響の調査研究に必要な経費 1,738,066 1,779,238 41,172

原爆被爆者等援護対策費 原爆被爆者等の援護に必要な経費 484,367 423,796 △60,571

保健衛生施設整備費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

2,701,346 2,431,374 △269,972

<2,466,176> の内数 <2,509,510> の内数 <43,334>

厚生労働本省 医薬品承認審査等推進費 医薬品の承認審査等の推進に必要な経費 1,086,438 1,206,968 120,530

独立行政法人医薬品医療機
器総合機構運営費

独立行政法人医薬品医療機器総合機構運営費交付
金に必要な経費

<2,466,176> の内数 <2,509,510> の内数 <43,334>

厚生労働本省 医薬品安全対策等推進費 医薬品等による健康被害の救済に必要な経費 531,782 516,736 △15,046

医薬品安全対策等推進費 医薬品の安全対策等の推進に必要な経費 609,250 597,831 △11,419

独立行政法人医薬品医療機
器総合機構運営費

独立行政法人医薬品医療機器総合機構運営費交付
金に必要な経費

<2,466,176> の内数 <2,509,510> の内数 <43,334>

血清等製造及検定費 医薬品等の国家検定及び検査等に必要な経費 10,052 10,052 0

血清等製造及検定費 血清その他の製造及び検定に必要な経費 360,026 0 △360,026

厚生労働本省 医薬品適正使用推進費 医薬品の適正使用の推進に必要な経費 103,798 99,787 △4,011

663,663 651,443 △12,220

厚生労働本省 血液製剤対策費 血液製剤対策に必要な経費 497,561 498,668 1,107

血液製剤対策費 血液製剤対策の推進に必要な経費 166,102 152,775 △13,327

3,318,561 3,868,413 549,852
<126,058,937> の内数 <98,575,864> の内数 <△27,483,073>

厚生労働本省 医療技術実用化等推進費 医療技術実用化等に必要な経費 2,993,778 3,570,061 576,283

医療技術実用化等推進費 医療技術実用化等の推進に必要な経費 324,783 298,352 △26,431

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の改革の推進に必要な経費 <90,498,497> の内数 <61,298,910> の内数 <△29,199,587>

医療提供体制基盤整備費 医療提供体制の基盤整備に必要な経費 <33,094,264> の内数 <34,767,444> の内数 <1,673,180>

独立行政法人医薬品医療機
器総合機構運営費

独立行政法人医薬品医療機器総合機構運営費交付
金に必要な経費

<2,466,176> の内数 <2,509,510> の内数 <43,334>

10,445,396,097 10,562,246,962 116,850,865

<21,087,793> の内数 <21,920,149> の内数 <832,356>
厚生労働本省 医療保険給付諸費 医療保険給付に必要な経費 10,295,968,843 10,396,865,039 100,896,196

医療保険給付諸費 医療保険制度の適切な運営に必要な経費 141,827,135 140,558,796 △1,268,339

医療保険給付諸費 医療保険制度の推進に必要な経費 485,809 524,265 38,456

健康保険事業借入金諸費年
金特別会計へ繰入

健康保険事業借入金諸費の財源の年金特別会計健
康勘定へ繰入れに必要な経費

5,778,297 22,957,359 17,179,062

医療費適正化推進費 医療費適正化の推進に必要な経費 <2,282,404> の内数 <2,862,226> の内数 579,822

健康増進対策費 予防・健康づくりに必要な経費 〈18,805,389〉 の内数 〈19,057,923〉 の内数 252,534

地方厚生局 保険医療機関等指導監督等
実施費

保険医療機関等に対する指導及び監督等に必要な
経費

1,318,004 1,325,732 7,728

保険医療機関等指導監督等
実施費

保険医療機関等に対する指導及び監督等の推進に
必要な経費

18,009 15,771 △2,238

厚生労働本省 医療費適正化推進費 医療費適正化の推進に必要な経費 <2,282,404> の内数 <2,862,226> の内数 579,822

健康増進対策費 予防・健康づくりに必要な経費 〈18,805,389〉 の内数 〈19,057,923〉 の内数 252,534

2,851,386 2,851,347 △39

<127,484,680> の内数 <131,583,191> の内数 <4,098,511>

厚生労働本省 地域保健対策費 保健所の地域保健活動の推進等に必要な経費 2,768,882 2,769,408 526

地域保健対策費 地域における保健医療体制の確保に必要な経費 82,504 81,939 △565

保健衛生施設整備費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <3,869,023> の内数 <3,969,023> の内数 <100,000>

業務取扱費年金特別会計へ
繰入

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入
れに必要な経費

<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

１　有効性・安全性の高い新医薬品等を迅速に提供できるようにす
ること

厚生労働本省
試験研究機関

８　安全な血液製剤を安定的に供給すること

１１　妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地
域・職場などの様々な場所で、国民的な健康づくりを推進すること

１　データヘルスの推進による保険者機能の強化等により適正かつ
安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

９　革新的な医療技術の実用化を促進するとともに、医薬品産業等の振
興を図ること

２　生活習慣病対策等により中長期的な医療費の適正化を図ること

１　革新的な医療技術の実用化を促進するとともに、医薬品産業等
の振興を図ること

２　医薬品等の品質確保の徹底を図るとともに、医薬品等の安全対
策等を推進すること

１　健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、適正使用を
推進し、安全性の向上を図ること

３　医薬品の適正使用を推進すること

１　新興感染症への対応を含め、域住民の健康の保持・増進及び地
域住民が安心して暮らせる地域保健体制の確保を図ること

３　原子爆弾被爆者等を援護すること

１０　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度
を構築すること

７　品質・有効性・安全性の高い医薬品・医療機器・再生医療等製品を国
民が適切に利用できるようにすること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

厚生労働本省 健康増進対策費 健康増進対策に必要な経費 <14,958,293> の内数 <14,616,994> の内数 <△341,299>

健康増進対策費 健康増進に必要な経費 <1,020,730> の内数 <1,053,973> の内数 <33,243>

医師等国家試験実施費 医師等国家試験実施に必要な経費 <1,276,000> の内数 <1,276,000> の内数 <0>

医師等国家試験実施費 医師等国家試験実施の推進に必要な経費 <811> の内数 <655> の内数 <△156>

厚生労働本省 健康増進対策費 健康増進対策に必要な経費 <14,958,293> の内数 <14,616,994> の内数 <△341,299>

健康増進対策費 健康増進に必要な経費 <1,020,730> の内数 <1,053,973> の内数 <33,243>

1,049,596 841,126 △208,470

厚生労働本省 健康危機管理推進費 保健所の地域健康危機管理活動の推進に必要な経
費

641,944 442,005 △199,939

健康危機管理推進費 健康危機管理の推進に必要な経費 407,652 399,121 △8,531

8,384,804 8,415,212 30,408

2,586,994 2,671,834 84,840

厚生労働本省 食品等安全確保対策費 食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費 708,371 797,050 88,679

検疫所 輸入食品検査業務実施費 輸入食品の検査に必要な経費 1,878,623 1,874,784 △3,839

1,245,505 1,278,591 33,086

厚生労働本省 麻薬・覚醒剤等対策費 麻薬中毒者の措置入院医療に必要な経費 436 435 △1

麻薬・覚醒剤等対策費 麻薬・覚醒剤等対策に必要な経費 466,988 573,992 107,004

麻薬・覚醒剤等対策費 麻薬・覚醒剤等対策の推進に必要な経費 78,389 85,334 6,945

地方厚生局 麻薬・覚醒剤等対策費 麻薬・覚醒剤等対策に必要な経費 698,816 618,024 △80,792

麻薬・覚醒剤等対策費 麻薬・覚醒剤等対策の推進に必要な経費 876 806 △70

296,657 291,992 △4,665

厚生労働本省 化学物質安全対策費 化学物質の安全対策に必要な経費 296,657 291,992 △4,665

4,255,648 4,172,795 △82,853

厚生労働本省 生活衛生対策費 生活衛生金融対策に必要な経費 2,992,308 2,909,641 △82,667

生活衛生対策費 生活衛生の向上及び増進に必要な経費 1,263,340 1,263,154 △186

2,772,713 3,278,778 506,065

1,831,561 2,445,991 614,430

厚生労働本省 労働条件確保・改善対策費 労働条件の確保・改善に必要な経費 300,506 250,240 △50,266

都道府県労働局 労働条件確保・改善対策費 労働条件の確保・改善に必要な経費 709,570 744,569 34,999

厚生労働本省 中小企業最低賃金引上げ支
援対策費

最低賃金の引上げに向けた中小企業の支援に必要
な経費

821,485 1,451,182 629,697

254,637 240,704 △13,933

厚生労働本省 特定石綿被害建設業務労働
者等給付金等支給諸費

特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等
の支給に必要な経費

247,975 234,927 △13,048

労働者災害補償保険保険給
付費労働保険特別会計へ繰
入

労働者災害補償保険保険給付費の財源の労働保険
特別会計労災勘定へ繰入れに必要な経費

6,515 5,684 △831

職務上年金給付費年金特別
会計へ繰入

職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚生年金
勘定へ繰入れに必要な経費

147 93 △54

686,515 592,083 △94,432

厚生労働本省 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付
金に必要な経費

406,109 314,442 △91,667

中央労働委員
会

労使関係等安定形成促進費 安定した労使関係等の形成の促進に必要な経費 280,406 277,641 △2,765

１２　健康危機管理・災害対応力を強化すること

２　生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図ること

２　麻薬・覚醒剤等の乱用を防止すること

１　規制されている乱用薬物について、不正流通の遮断及び乱用防
止を推進すること

Ⅱ　安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

１　食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること

地方厚生局

４　生活衛生関係営業の振興等により、衛生水準の向上を図ること

１　労働条件の確保・改善を図ること

１　食品等の安全性を確保すること

１　平時から情報収集を行うとともに、国民の健康等に重大な影響を
及ぼす緊急事態の際の情報集約や意思決定を迅速に実施する体
制を整備すること

３　総合的ながん対策を推進すること

３　国民生活を取り巻く化学物質による人の健康被害を防止すること

１　労働条件の確保・改善を図ること

２　最低賃金引上げに向け中小企業・小規模事業者の生産性向上
の支援を図ること

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係
のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅

１　被災労働者等の迅速かつ公正な保護を図るため、必要な保険給
付及び特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給
を行うこと

１　化学物質の適正な評価・管理を推進し、安全性を確保すること

１　生活衛生関係営業の振興等を通じて、公衆衛生の向上・増進及
び国民生活の安定に寄与すること

Ⅲ　働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること

３　労働災害に被災した労働者等に対し必要な保険給付を行うとともに、
その社会復帰の促進等を図ること

４　安定した労使関係等の形成を促進すること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

468,364 431,130 △37,234

399,907 364,527 △35,380

厚生労働本省 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経
費

130,226 108,908 △21,318

都道府県労働
局

男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経
費

269,681 255,619 △14,062

68,457 66,603 △1,854

都道府県労働局 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 68,457 66,603 △1,854

18,353,937 18,127,305 △226,632

<126,146,083> の内数 <131,968,746> の内数 <5,822,663>

38,433 40,143 1,710

都道府県労働
局

職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 38,433 40,143 1,710

<126,146,083> の内数 <131,968,746> の内数 <5,822,663>

失業等給付費等労働保険特
別会計へ繰入

失業等給付費等の財源の労働保険特別会計雇用勘
定へ繰入れに必要な経費

<19,205,083> の内数 <21,261,746> の内数 <2,056,663>

育児休業給付費等子ども・子
育て支援特別会計へ繰入

育児休業給付費の財源の子ども・子育て支援特別会
計育児休業等給付勘定へ繰入れに必要な経費

<106,941,000> の内数 <110,707,000> の内数 <3,766,000>

12,188,629 12,015,031 △173,598

厚生労働本省 高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 8,424,485 8,436,982 12,497

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費 360,962 376,635 15,673

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 2,448,924 2,359,892 △89,032

高齢者等雇用安定・促進費 高齢者等の雇用安定等の推進に必要な経費 954,258 841,522 △112,736

0

<126,146,083> の内数 <131,968,746> の内数 <5,822,663>

失業等給付費等労働保険特
別会計へ繰入

失業等給付費等の財源の労働保険特別会計雇用勘
定へ繰入れに必要な経費

<19,205,083> の内数 <21,261,746> の内数 <2,056,663>

育児休業給付費等子ども・子
育て支援特別会計へ繰入

育児休業給付費の財源の子ども・子育て支援特別会
計育児休業等給付勘定へ繰入れに必要な経費

<106,941,000> の内数 <110,707,000> の内数 <3,766,000>

6,126,875 6,072,131 △54,744

厚生労働本省 就職支援法事業費労働保険
特別会計へ繰入

就職支援法事業費の財源の労働保険特別会計雇用
勘定へ繰入れに必要な経費

6,126,875 6,072,131 △54,744

6,166,389 5,921,817 △244,572

<5,108,541> の内数 <5,286,513> の内数 <177,972>

<5,108,541> の内数 <5,286,513> の内数 <177,972>

厚生労働本省 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <5,090,399> の内数 <5,270,753> の内数 <180,354>

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化の推進に必要な経費 <18,142> の内数 <15,760> の内数 <△2,382>

厚生労働本省 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <5,090,399> の内数 <5,270,753> の内数 <180,354>

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化の推進に必要な経費 <18,142> の内数 <15,760> の内数 <△2,382>

厚生労働本省 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <5,090,399> の内数 <5,270,753> の内数 <180,354>

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化の推進に必要な経費 <18,142> の内数 <15,760> の内数 <△2,382>

１　経済社会の変化を踏まえ、非正規雇用労働者を含めすべての労働
者について、時代のニーズに対応した人材育成を強化するとともに、労
働者の継続的な学びと自律的・主体的なキャリア形成の支援等をするこ
と

２　技能検定を始めとする職業能力の評価を推進すること

１　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、ハ
ラスメント対策、仕事と家庭の両立支援、フリーランスの就業環境の整備
等を推進すること

Ⅳ　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、非正
規雇用労働者の待遇改善、ワーク・ライフ・バランスの実現等働き方改革を
推進すること

４　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対
策、ハラスメント対策、仕事と家庭の両立支援、フリーランスの就業
環境の整備等を推進すること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易に
するための保障等を図ること

１　求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通
じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること

３　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

３　技能実習制度の適正な運営を推進すること

Ⅵ　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に
発揮できるような環境整備をすること

１　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化す
ること

１　高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図
ること

４　失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び再就職の
促進等を行うこと

都道府県労働局

厚生労働本省

１　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者
派遣事業等の適正な運営を確保すること

厚生労働本省1　社会・経済状況の変化に対応しつつ、地域、中小企業、産業の特
性に応じ、より良質な雇用を創出、人材確保・定着を支援するととも
に雇用の安定を図ること

２　社会・経済状況の変化に対応しつつ、より良質な雇用を創出、人材確
保・定着を支援するとともに雇用の安定を図ること

１　公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組によ
る職業能力開発等を推進すること

５　求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就
職を支援すること

Ⅴ　意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働
者の職業の安定を図ること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

6,166,389 5,921,817 △244,572

厚生労働本省 若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 60,895 47,844 △13,051

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 8,175 8,268 93

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,195,485 970,443 △225,042

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 3,872 3,734 △138

厚生労働本省 障害者等職業能力開発支援費 障害者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,060,734 993,408 △67,326

障害者等職業能力開発支援費 障害者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 2,974,069 3,034,961 60,892

独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営
費交付金に必要な経費

863,159 863,159 0

2,885,177,249 2,855,641,762 △29,535,487

<3,548,300,427> の内数 <3,568,216,611> の内数 <19,916,184>

2,839,330,918 2,829,364,288 △9,966,630

<86,476,813> の内数 <98,012,351> の内数 <11,535,538>

生活保護等対策費 医療扶助等に必要な経費 1,377,082,148 1,397,576,614 20,494,466

生活保護等対策費 介護扶助等に必要な経費 84,421,524 86,142,544 1,721,020

生活保護等対策費 生活扶助等に必要な経費 1,373,943,649 1,341,617,911 △32,325,738

生活保護等対策費 生活保護等対策の推進に必要な経費 <498,705> の内数 <490,921> の内数 <△7,784>

厚生労働本省 生活保護等対策費 生活困窮者の自立支援等に必要な経費 <85,978,108> の内数 <97,521,430> の内数 <11,543,322>

生活保護等対策費 生活保護等対策の推進に必要な経費 <498,705> の内数 <490,921> の内数 <△7,784>

厚生労働本省 生活保護等対策費 生活困窮者の自立支援等に必要な経費 <85,978,108> の内数 <97,521,430> の内数 <11,543,322>

生活保護等対策費 生活保護等対策の推進に必要な経費 <498,705> の内数 <490,921> の内数 <△7,784>

厚生労働本省 生活保護等対策費 生活困窮者の自立支援等に必要な経費 <85,978,108> の内数 <97,521,430> の内数 <11,543,322>

生活保護等対策費 生活保護等対策の推進に必要な経費 <498,705> の内数 <490,921> の内数 <△7,784>

５　自殺総合対策大綱に基づき、自殺対策を推進すること 厚生労働本省 自殺対策費 自殺対策に必要な経費 3,803,946 3,947,580 143,634

自殺対策費 自殺対策の推進に必要な経費 79,651 79,639 △12

36,011,798 16,425,602 △19,586,196

<3,461,823,614> の内数 <3,470,204,260> の内数 <8,380,646>

厚生労働本省 社会福祉諸費 福祉サービス提供体制の確保に必要な経費 35,496,638 15,899,162 △19,597,476

社会福祉諸費 福祉サービス提供体制確保の推進に必要な経費 515,160 526,440 11,280

社会福祉施設整備費 社会福祉施設等施設整備に必要な経費 <4,916,837> の内数 <5,487,757> の内数 <570,920>

独立行政法人福祉医療機構
運営費

独立行政法人福祉医療機構運営費交付金に必要な
経費

<2,982,098> の内数 <3,427,867> の内数 <445,769>

介護保険制度運営推進費 介護保険給付等に必要な経費 <3,453,924,679> の内数 <3,461,288,636> の内数 <7,363,957>

9,834,533 9,851,872 17,339

厚生労働本省 遺族及留守家族等援護費 遺族及び留守家族等の援護に必要な経費 4,430,664 4,458,091 27,427

戦没者慰霊事業費 戦没者遺骨収集事業等に必要な経費 3,343,242 3,343,242 0

戦没者慰霊事業費 戦没者遺骨収集事業等の推進に必要な経費 709,691 807,263 97,572

中国残留邦人等支援事業費 中国残留邦人等の支援事業に必要な経費 1,180,806 1,092,537 △88,269

恩給進達等実施費 恩給進達及び人事資料の保管等に必要な経費 170,130 150,739 △19,391

１　戦傷病者・戦没者遺族等への援護、戦没者の遺骨の収集等を行
うこと

１　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること

厚生労働本省

２　個々の特性やニーズに応じた職業能力開発を推進すること

３　戦傷病者・戦没者遺族等への援護、戦没者の遺骨の収集等を行うこ
と

２　障害者等の職業能力開発を推進すること

４　困難な問題を抱える女性への更なる支援体制の充実を図ること

１　生活保護制度を適正に実施すること

２　福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの
質の向上を図ること

Ⅶ　ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提
供するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること

１　福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービ
スの質の向上を図ること

１　地域住民の様々なニーズに対して、地域の関係機関が連携して、必
要な福祉サービスや支援を包括的に提供しつつ、地域の多様な主体の
参加・協働を促し、地域共生社会を実現すること

都道府県労働局

２　複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、就労、家計、住まい等
に関する包括的な支援を行うことにより、その自立を促進すること

３　ひきこもり支援、権利擁護支援、地域住民の複合・複雑化した支
援ニーズへの包括的な支援等により、地域の多様な主体が連携し
て地域の課題に取り組む体制を整備すること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

1,834,628,877 1,933,693,575 99,064,698

<397,493,518> の内数 <410,552,264> の内数 <13,058,746>

1,834,628,877 1,933,693,575 99,064,698

<397,493,518> の内数 <410,552,264> の内数 <13,058,746>

厚生労働本省 独立行政法人国立重度知的
障害者総合施設のぞみの園
運営費

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ
の園運営費交付金に必要な経費

1,230,773 1,155,809 △74,964

特別障害給付金給付費年金
特別会計へ繰入

特別障害給付金給付費の財源の年金特別会計国民
年金勘定へ繰入れに必要な経費

2,366,656 2,266,478 △100,178

社会福祉施設整備費 社会福祉施設等施設整備に必要な経費 <4,916,837> の内数 <5,487,757> の内数 <570,920>

独立行政法人福祉医療機構
運営費

独立行政法人福祉医療機構運営費交付金に必要な
経費

<2,982,098> の内数 <3,427,867> の内数 <445,769>

障害保健福祉費 障害者の自立支援等に必要な経費 1,825,102,704 1,924,817,317 99,714,613

障害保健福祉費 障害保健福祉の推進に必要な経費 222,639 188,839 △33,800

障害保健福祉費 障害者医療に必要な経費 <283,234,760> の内数 <290,970,094> の内数 <7,735,334>

業務取扱費年金特別会計へ
繰入

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入
れに必要な経費

<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

国立障害者リハ
ビリテーションセ

国立障害者リハビリテーショ
ンセンター運営費

国立障害者リハビリテーションセンターの運営に必要
な経費

1,930,916 1,817,128 △113,788

地方厚生局 医療観察等実施費 入院の決定の執行等に必要な経費 69,916 68,213 △1,703

厚生労働本省 障害保健福祉費 精神保健事業に必要な経費 3,705,273 3,379,791 △325,482

障害保健福祉費 障害者医療に必要な経費 <283,234,760> の内数 <290,970,094> の内数 <7,735,334>

13,328,429,644 13,617,182,140 288,752,496

<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

13,328,429,644 13,617,182,140 288,752,496
<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

厚生労働本省 公的年金制度等運営諸費 公的年金制度の持続可能性確保に必要な経費 173,845 189,880 16,035

公的年金制度等運営諸費 年金生活者支援給付金の支給に必要な経費 412,213,140 432,664,393 20,451,253

公的年金制度等運営諸費 年金生活者支援給付金の支給事務に必要な経費 6,860,709 6,318,861 △541,848

基礎年金拠出金等年金特別
会計へ繰入

基礎年金拠出金等の財源の年金特別会計へ繰入れ
に必要な経費

12,904,738,355 13,173,352,277 268,613,922

業務取扱費年金特別会計へ
繰入

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入
れに必要な経費

<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

厚生労働本省 私的年金制度整備運営費 国民年金基金等助成に必要な経費 4,403,971 4,623,736 219,765

私的年金制度整備運営費 存続厚生年金基金等助成に必要な経費 4,275 4,275 0

私的年金制度整備運営費 企業年金等健全育成に必要な経費 35,349 28,718 △6,631

<3,763,094,533> の内数 <3,774,665,399> の内数 <11,570,866>

<3,763,094,533> の内数 <3,774,665,399> の内数 <11,570,866>

厚生労働本省 高齢者日常生活支援等推進
費

地域支援事業等に必要な経費 <180,432,947> の内数 <179,953,671> の内数 <△479,276>

高齢者日常生活支援等推進
費

高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費 <4,916,078> の内数 <4,616,628> の内数 <△299,450>

高齢者日常生活支援等推進
費

高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費 <39,032> の内数 <38,972> の内数 <△60>

厚生労働本省 高齢者日常生活支援等推進
費

地域支援事業等に必要な経費 <180,432,947> の内数 <179,953,671> の内数 <△479,276>

高齢者日常生活支援等推進
費

高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費 <4,916,078> の内数 <4,616,628> の内数 <△299,450>

高齢者日常生活支援等推進
費

高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費 <39,032> の内数 <38,972> の内数 <△60>

介護保険制度運営推進費 介護保険給付等に必要な経費 <3,453,924,679> の内数 <3,461,288,636> の内数 <7,363,957>

介護保険制度運営推進費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 <17,421,974> の内数 <18,100,946> の内数 <678,972>

１　障害者の地域生活や就労を総合的に支援すること

１　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

Ⅷ　障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づく
りを推進すること

Ⅸ　高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整
備を図ること

Ⅹ　高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

１　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者
の地域における生活を総合的に支援すること

１　国民に信頼される持続可能な公的年金制度等を構築し、適正な
事業運営を図ること

１　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう必
要なサービスが切れ目なく包括的に確保される地域包括ケアシステムを
構築すること

３　総合的な認知症施策を推進すること

２　高齢者の在宅生活に必要な生活支援・介護予防サービスを提供
するとともに、生活機能の維持向上によって虚弱を防ぎ元気で豊か
な老後生活を支援すること

２　高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切
な整備及び運営を図ること

２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築すること



組　　織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

厚生労働本省 介護保険制度運営推進費 介護保険給付等に必要な経費 <3,453,924,679> の内数 <3,461,288,636> の内数 <7,363,957>

介護保険制度運営推進費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 <17,421,974> の内数 <18,100,946> の内数 <678,972>

業務取扱費年金特別会計へ
繰入

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入
れに必要な経費

<106,359,823> の内数 <110,666,546> の内数 <4,306,723>

15,505,389 15,411,962 △93,427

15,505,389 15,411,962 △93,427

厚生労働本省 国際機関活動推進費 保健分野に係る国際拠出金の支払に必要な経費 1,235,988 1,035,000 △200,988

国際機関活動推進費 経済協力に係る国際分担金等の支払に必要な経費 8,167,197 7,841,510 △325,687

国際機関活動推進費 国際分担金等の支払に必要な経費 5,842,684 6,273,655 430,971

厚生労働本省 国際協力費 国際協力の推進に必要な経費 259,520 261,797 2,277

68,785,613 65,834,916 △2,950,697

4,738,022 1,685,628 △3,052,394

厚生労働本省
試験研究機関

厚生労働本省試験研究所試
験研究費

国立医薬品食品衛生研究所の試験研究に必要な経
費

1,065,526 1,066,961 1,435

厚生労働本省試験研究所試
験研究費

国立保健医療科学院の養成訓練及び試験研究に必
要な経費

476,065 393,235 △82,830

厚生労働本省試験研究所試
験研究費

国立社会保障・人口問題研究所の試験研究に必要
な経費

190,927 225,432 34,505

厚生労働本省試験研究所試
験研究費

国立感染症研究所の試験研究に必要な経費 3,005,504 0 △3,005,504

64,047,591 64,149,288 101,697

厚生労働本省 厚生労働調査研究等推進費 厚生労働調査研究等の推進に必要な経費 17,057,706 19,031,004 1,973,298

厚生労働調査研究等推進費 厚生労働科学研究等の推進に必要な経費 42,712,843 40,918,064 △1,794,779

国立研究開発法人医薬基
盤・健康・栄養研究所運営費

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所運営
費交付金に必要な経費

4,024,297 3,799,507 △224,790

国立研究開発法人医薬基
盤・健康・栄養研究所施設整
備費

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所施設
整備に必要な経費

252,745 400,713 147,968

<19,393> の内数 0 <△19,393>

<19,393> の内数 0 <△19,393>

厚生労働本省 社会保障・税番号活用推進
費

社会保障・税番号活用推進事業に必要な経費 <19,393> の内数 0 <△19,393>

<19,393> の内数 0 <△19,393>

厚生労働本省 社会保障・税番号活用推進
費

社会保障・税番号活用推進事業に必要な経費 <19,393> の内数 0 <△19,393>

28,945,670,644 29,406,931,518 461,260,874

<4,619,281,925> の内数 <4,653,875,530> の内数 <34,593,605>

33,564,952,569 34,060,807,048 495,854,479

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。
（注３）６年度予算額は、当初予算額である。
（注４）６年度予算額は、７年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

１　国際機関の活動への参画・協力等を通じて、保健・労働等分野
において国際社会に貢献すること

ⅩⅠ　国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること

１　国際社会への参画・貢献を行うこと

ⅩⅢ　国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること

２　研究を支援する体制を整備すること

１　厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施及び医薬品等
の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図るこ
と

４　介護保険制度の適切な運営を図り、介護分野における生産性の
向上等により、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図る
こと

１　国立医薬品食品衛生研究所など国立試験研究機関の適正かつ
効果的な運営を確保すること

計

１　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保すること

1　行政手続のオンライン化を推進すること

１　デジタル政府・デジタル社会形成に向け、厚生労働分野における情報化を推進すること

1　データヘルス改革を推進すること

２　健康・医療・介護分野の情報化を推進すること

ⅩⅡ　　国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の振
興並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

２　開発途上国の人材育成等を通じた国際協力を推進し、連携を強
化すること


